２０１６．１１．１６
Ｎo.１０１９号

県労連幹事団交渉を継続～11/17の戦術配置は延期
県人事委員会勧告の完全実施に向け、当局の最大限の努力を確認
忌引休暇の改悪提案は押し返す、非常勤職員の療養休暇の有給化要求前進に含みを残す
人勧完全実施をめざし越年交渉を決断
県労連は11月15日朝から、今期のヤマ場の幹事団交渉を行いました。

交渉の冒頭で労務担当局長は「人事委員会勧告の尊重は基本」「職員のモチベーションの維持・向上も重要」としながら、「現段階で来年度予算の財源にめどが立っていない」「勧告通り実施できるか判断できない」「交付税がはっきりしなければ何とも言えない」として、事実上、確定交渉の越年を提案しました。

これに対して県労連幹事団は、「その理由では毎年越年になるのではないか」「財政を理由に交渉を引き延ばすのは、職員には理解されない」など追及しました。

2回目の交渉で労務担当局長は、「今回は例外的な措置と考えている」「完全実施のために待ってもらいたい」と発言しました。県労連議長は「越年するにしても、勧告の完全実施に向けて最大限努力するのか」と質し、労務担当局長は「完全実施に向けて最大限の努力をする」と回答しました。

幹事会で協議し、人勧の完全実施を実現するため、他の課題も含めて越年交渉に応じることとしました。
時短の推進に向けて庁内議論を開始
　自治労県職労が強く求めている、実効性のある時短に向けた労働時間管理の徹底について、この日の交渉で当局は「電通事件では、組織の責任が問われている。人事はもとより幹部職員も共通認識を持つ必要がある。庁内議論を始めたところで、合意形成には時間をいただきたい」と回答。幹事団は「過去の失敗を踏まえ、これまでとは次元の違う対応が必要」「事務量や定数まで踏み込むべき」「庁内議論のめどは何時か」と質し、当局は「課題認識はしている」「1月の交渉で協議し、具体策は4月にスタートしたい」と一定前向きな姿勢を示しました。

　引き続き、正確な労働時間の把握とそれに基づく原因の検証、有効な対策の実現を求めていきます。
神奈川らしい配偶者の扶養手当を
　扶養手当を受給している配偶者の中には、親の介護のためにやむなく退職した方、自身や家族の病気のために働きたくても働けない方もいます。

　子育て支援のために、子についての扶養手当の増額を行うとともに、配偶者に係る扶養手当については、国準拠の大幅な削減ではなく、神奈川の実態に即した手当額を求めます。

調整額廃止問題は引き続き交渉
　当局は今期確定交渉の中で突然、「調整額を廃止して特殊勤務手当化したい。今交渉中にまとめたい。」と提案しました。

　調整額の見直しは、その根拠となる「困難性」等の変化が前提です。今回の提案は、困難性等の変化がないにもかかわらず、「政策転換」として提案してきたものです。

　政策転換ということは、これまで「職の困難性」を調整額という給与で対応してきた部分を、人員増や職場環境の改善等で、困難性等への対応に置き換えるということであり、そうであるならばその内容を具体的に明らかにすべきです。

　この日の交渉では、「政策転換」として新設する児童自立支援施設の職員配置が示されましたが、その他の職場についての言及はありませんでした。

　また、今回の特殊勤務手当化提案は、年収ベースでは変わりませんが、退職手当では56万円～224万円の減となり、大幅な不利益変更となります。

　当局は「引き続き話し合い、1月に決着したい」としています。話し合いは継続しますが、「政策転換」の内容も含めて、現場組合員の納得のいく提案がない限り、調整額の廃止は容認できません。

特殊勤務手当化提案の内容

〇調整額→日額
・対象所属：水産技術センター、動物保護センター（狂犬病）

※保健福祉事務所（診療放射線・エックス線技師）：廃止：総合療育相談センター兼務について日額

〇調整額→月額

・対象所属：衛生研究所、総合療育相談センター、おおいそ学園、さがみ緑風園、中井やまゆり園、精神保健福祉センター、食肉衛生検査所、動物保護センター（飼育）

〇引上げ：児童相談所（一時保護所）調整額１→２相当

〇新設：新児童自立支援拠点施設（情緒障害児短期入所施設：３相当、現中里学園・現ひばりが丘学園：現行調整額の月額

※月額計算：2016年4月時点の調整基本額＋地域手当分＋（期末・勤勉手当分÷12月）

※日額計算：月額÷20日

　（水産技術センター：年間支給額÷平均航海日数）

※退職手当経過措置：5年

※端数処理：百円／月額、十円／日額

※対象は、対象所属の対象職種

	項　目
	これまでの労務担当局長回答・提案
	これまでの県労連の主張

	基本賃金

一時金

諸手当等
	○人事委員会勧告（月例給は平均784円、一時金は勤勉手当を0.10月分引上げ）の尊重を基本として、県内民間賃金との均衡を図るべきものと考える。

○しかし、財政状況が例年以上に厳しいので、ぎりぎりまで見極めざるを得ない。勤勉手当の成績率については、話せる段階にない。

○今年度の地域手当については、給与制度の総合的見直しを円滑に進める観点から、今年度の支給割合を4月に遡及し0.1％引き上げて、11.6％にするよう勧告が出された。しかし、厳しい財政状況下にあっては、ぎりぎりまで見極める必要がある。

○来年度の地域手当については、支給割合を11.6％から11.8％に引き上げるという勧告だが、厳しい財政状況下にあっては、ぎりぎりまで見極める必要がある。
○人事委員会勧告の完全実施に向け最大限努力する。

○扶養手当については、人事委員会報告・勧告を踏まえ見直しを行う。2017年度から開始し、段階的に行う。→　手当額は継続協議
○期末・勤勉手当支給の基準日（6/1、12/1）に採用された者については、採用月に支給される期末・勤勉手当の支給対象外としたい。（国からの割愛や任命権者間異動で在職期間が通算される者は現行どおり）
	・人事委員会勧告制度は、公務員の労働基本権制約の代償措置であるから、勧告の完全実施は当然。

・地域手当の引上げは、すでに導入されている「給与制度の総合的見直し」と一体のものであり、財政状況を理由にするべきではない。

・財政収支について、職員の多くは歳出の内容に問題があると思っている。前年比で見ると今年度の人件費は100.5、義務的経費101.4と微増だが、政策的経費は113.6で、約420億円の増となっている。本当に財政が「危機的」と言うのであれば、まずこの政策的経費を削減すべきである。

・個人県民税は前年所得額をもとに課税される。税収が減るとは思えない。

・扶養手当を受給している配偶者の中には、親の介護のために止むなく退職した人、自分や家族の病気のために働けない人もいる。弱者にしわ寄せがいく見直しは容認できない。

・制度は国、水準は県としてきた経過がある。配偶者手当は民間の平均支給額である10,500円をベースに検討すべきである。



	調整額の

見直し
	○調整額と特殊勤務手当には勤務の特殊性について重なる部分がある。調整額は、期末・勤勉手当と退職手当にも反映され、退職時の所属や業務内容によって退職金に大きな影響が出る。継続勤務、勤続褒賞の観点からも均衡上問題がある。
○そこで、調整額を廃止し、特殊勤務手当を支給することとしたい。→　継続協議
	・調整額と特殊勤務手当は、それぞれ異なる性格を持つ。

・調整額廃止提案の理由として、処遇の均衡上問題ありとの説明だが、理屈がわからない。国は制度として現在もあるし、他県の状況を見ても、今のところ今期見直しをするところはない。制度設定時の意義や困難性について議論なしに廃止提案は認められない。白紙撤回を求める。

	総労働時間の短縮
	○総労働時間の短縮に向け、引き続き努力していく。管理監督者にあらためて徹底する。
○パソコンのログオン、ログオフで在庁時間の把握は可能。所属単位で時間管理と記録を行う。

○来年度の取組みとして、時間外勤務調査の回数増とより詳細な職員アンケートを実施したい。
○所属まかせではなく、全庁的な労働時間短縮の取組みとするため、1月に方向性の議論を行い、4月からスタートさせたい。

○今年度、一部の職場でテレワークの試行を開始、職員アンケートも行った。しかるべき場で話し合う。
	・毎日の労働時間把握と記録が雇用主の義務。労働時間の把握方法としては、パソコンのログ管理、ＩＣカードによる方法などが考えられる。数字が明確になれば、管理監督者の意識改革は進む。

・所属の管理監督者が労働時間を把握することはもちろん、幹部も含めて県全体で実態を把握し、過重労働の原因を調査した上で対策を考えるべき。

・県安全衛生委員会の資料によると、2015年度（11か月間）で月80時間超えの残業をした職員は少なくとも182人いる。過労死や過労自殺がいつ起きるかわからない危機的な状況であることを当局は真剣に考えるべき。

	休暇制度の充実・改善
	○忌引休暇については国並みとし、配偶者は10日を7日に、配偶者のおじ・おばは対象外としたい。
○不妊治療のための療養休暇は考えていない。

	・忌引休暇の改悪に反対する。

→　忌引休暇の改悪提案を今期は押し返す。

・不妊治療を受けるための療養休暇の新設を求める。少子化対策という視点からも重要。
→　継続協議

	メンタル

ヘルス対策
	○ハラスメントのない職場環境づくりは重要な課題である。マタハラ指針の作成、セクハラ指針の改正についてしかるべき場で話し合う。
	

	福利厚生の

充実
	○花輪、生花、供物代を交付申請する場合には、領収書を添付することとし、15,000円を限度に実費支給としたい。しかるべき場で話し合う。
	

	仕事と家庭の両立支援
	○育児・介護休業法改正を踏まえ必要な措置を検討

①育児休業の対象となる子の範囲拡大　②介護休暇の分割取得　③介護休暇の同居要件の廃止　④介護時間の承認の新設　⑤介護を行う職員の超過勤務免除の新設　⑥非常勤職員の育児休業取得要件の緩和　⑦非常勤職員の介護休暇取得要件の緩和

　2017年4月施行に向け整理する。
	・両立支援策にかかる必要な措置について説明を求める。

・介護時間については、育児短時間と同様に1日4時間とすべきである。

	臨任・再任用・非常勤職員の労働条件
	○給与・報酬には予算の制約があり、休暇等については職場運営、任期に定めのない職員との均衡を踏まえると、慎重に対応しなければならない。

○非常勤報酬については、正規職員の給与を整理した上であらためて提案したい。

○臨任職員の療養休暇（有給3日）に不足があれば、検討が必要である。
○非常勤職員の療養休暇の有給化は悩ましい課題である。
	・賃金や休暇制度の改善を求める。

・臨任職員の空白期間の撤廃、通勤手当の実費支給を求める。

・臨任職員はフルタイムで常勤と同じように働いているが、ちょっとした病気になった時の不安感は大きい。療養休暇が保障された中で安心して働けるようにすべき。

・非常勤の療養休暇も有給に。→　継続協議

	人事評価

制度
	○再任用職員の勤勉手当への反映は、2017年12月期から開始することとなった。しかるべき場で話し合う。

○臨任・非常勤・任期付職員の人事評価は、改正地方公務員法の規定から実施せざるを得ない。人事評価の仕組みからしかるべき場で話し合っていく。給与への反映についてはその後の議論。
	・臨任・非常勤職員への人事評価・給与への反映については、現時点ではほとんどの県で提案はない。提案があった県でも人事評価の導入のみであり、給与への反映についての提案はない。

・今まで、任期に定めがあるから常勤職員と同様にはできないと当局は言い続けてきた。常勤職員と同様に賃金に差をつけるのなら、賃金水準を含めて労働条件を常勤職員と同様にすべき。

	懲戒処分の

指針
	○例示として記載していない信頼を裏切る行為を指針に盛り込みたい。しかるべき場で話し合う。
	



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































